
「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会
設立趣旨
大阪府は、大阪平野を中心に、北に北摂山系、東に生駒山系、南に金剛葛城山系、和泉山脈の三方を山で囲まれているが、府内には、土石流、地すべり、急傾斜地崩壊などの土砂災害の発生する恐れのある箇所が、約８千箇所存在している。
また、全国の都道府県の中では、３番目に人口が多く、高度経済成長期の人口増に伴い都市化が山麓、山間部までひろがり、土砂災害に対する安全度の相対的な低下をまねいたことから、ひとたび土砂災害が発生した場合、甚大な被害ポテンシャルを有している。
　これまで、大阪府では、その被害軽減を図るため、施設整備については、災害時要援護者施設の保全などに重点化を図りながら、計画的に土砂災害対策を進めて来たが、その整備率は、未だに約３割程度と低い状況となっている。厳しい財政状況の中、数多くの未整備の対象箇所が残されていることや、近年の気候変動などに起因し、想定を上回る事象により、災害が発生していることから、施設整備だけで100％土砂災害から府民の安心・安全を確保するのは、不可能といっても過言ではない。
　このような状況のもと、土砂災害から「人命」を守るためには、ハード対策による「防ぐ」施策だけでなく、ソフト対策である「逃げる」、「凌ぐ」施策を、優先的に実施しながら、総合的にその対策を推進していく必要がある。限られた予算の中で、如何に効果的・効率的に府民の生命を守るかが、重要な課題となっている。
　これらの課題解決を図るためには、広域自治体である大阪府、基礎自治体である市町村、そして主役である府民の役割・責任を明確にし、「逃げる」社会システムの構築、「凌ぐ」まちづくりの推進、「防ぐ」施設整備の効率的な実施など、きめ細やかな施策を策定する必要がある。
本委員会は、様々な分野の学識経験者の方々から、ご意見・ご助言をいただき、大阪という都市らしい「今後の土砂災害対策の進め方」の策定に資するために、設立するものである。
　なお、策定後の各施策の実施にあたっても、積極的な情報公開により、府民との情報共有を進めるとともに、逐次PDCAサイクルによる見直しを行い、本委員会によるフォローアップを図る。
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第1回「今後の土砂災害対策の進め方」


検討委員会








資料1











